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Ⅰ．モニタリングの基本的な考え方 

 

１.目的及び考え方 

金剛中央公園・多機能複合施設等整備運営事業（以下、「本事業」という。）の対象となる

公共施設等（金剛中央公園において整備する多機能複合施設（以下「複合施設」という。）

及び公園部）の事業期間を通じて、事業者は、「金剛中央公園・多機能複合施設等整備運営

事業業務要求水準書」及び「事業者が提案した事業計画のうち、総括管理業務、維持管理業

務、運営業務に係る業務水準」（以下「要求水準」という。）に記載した項目が遵守されてい

るかどうかについて、セルフモニタリングを行う。 

市は、事業期間中、事業者が事業契約に定められた業務を確実に遂行し、かつ、業務要求

水準を満たしていること及び達成しないおそれがないことを確認するため、事業者が提出す

る資料等をもとに、モニタリングを実施する。 

市は、モニタリングの結果、事業者が提供するサービスが要求水準に達成していないもし

くは達成しないおそれがあると判断した場合、要求水準を満たすよう事業者に改善を求め

る。その後も、市が求める是正が確認されない場合には、市は事業契約を解除することがで

きる。 

 

２. モニタリング実施計画書の作成  

事業者は、事業契約の締結後、自らが作成する「業務計画書」、「年度業務計画書」（統括

管理業務、設計業務、建設業務、工事監理業務、総括管理業務、維持管理業務、運営業務）

に基づき、「モニタリング実施計画書」の案を市の定める期間内に市に提出する。市は事業

者と協議し、「モニタリング実施計画書」を策定する。「モニタリング実施計画書」には、モ

ニタリングの実施体制、実施時期、内容、評価基準、手順等を記載する。  

  

３. モニタリングを行う業務  

市は以下の業務においてモニタリングを実施する。  

①統括管理業務 

②設計業務  

③建設業務 （解体工事業務含む） 

④工事監理業務  

⑤総括管理業務 

⑥維持管理業務  

⑦運営業務  

⑧公募対象公園施設等設置管理業務 

  

４. モニタリングの費用負担  

モニタリングの実施に際し、市に発生した費用は市が負担し、事業者が自ら実施するモニ

タリング及び報告書類作成等に係る費用は、事業者が負担することとする。市が実地調査等

によりモニタリングを行う場合に事業者側に生じる費用についても、事業者が負担する。 

 

５．要求水準を満たしていない場合の措置 

市は、モニタリングの結果、要求水準を満たしていないと判断した場合には、以下の措置

を行う。 
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（１）改善要求措置の基本的考え方  

市がモニタリングした結果、事業者の責めに帰す事由により、要求水準を達成していな

い、又は達成しないおそれがあると判断した場合は、事業者に対して改善要求措置を命じ

るものとし、事業者がその指示に従わない場合、その指定を取り消し、又は対象業務の全

部又は一部の停止を命ずることができる。 

 

（２）改善要求措置の手順  

① 改善勧告  

市は、市によるモニタリングの結果から、事業者が行う各業務を円滑に実施するために

必要があると認めるときは、市と事業者が協議を行い、課題の解決等を図るものとする。

市が必要と認める場合は、事業者と協議の上、業務内容の改善の指示（改善勧告）を行う

ことができる。 

事業者は、市から改善勧告を受けた場合、次に掲げる事項について示した「業務改善計

画書」を市に提出・協議し、市の承認を得るものとする。  

ア 業務不履行の内容及び原因  

イ 業務不履行の状況を改善する具体的な方法 

ウ 改善までの期限及び責任者 

エ 再発防止策  

  

なお、市は、「業務改善計画書」の内容が、業務不履行の状況を改善及び復旧できるも

のとなっていない、又は合理的でないと判断した場合、「業務改善計画書」の修正及び再

提出を求めることができる。 

ただし、業務不履行の改善に緊急を要し、応急処置等を行うことが合理的と判断される

場合は、上記によらず、事業者は自らの責任において適切に応急処置等を行うものとし、

これを市に報告する。  

  

② 改善・復旧の措置及び確認  

事業者は、「業務改善計画書」に基づき、直ちに業務の改善を図り、改善が完了する又

は計画書に記載された時期に従って、市に改善状況の報告を行う。 

市は、事業者からの報告を受け、「業務改善計画書」に沿った改善が行われているかど

うかを確認する。  

  

③ 再度の改善勧告  

上記②における確認の結果、「業務改善計画書」に沿った改善が認められないと市が判

断した場合、市は、事業者に再度、改善勧告を行うとともに、「業務改善計画書」の提出

請求、協議、承認及び随時のモニタリングによる改善・復旧確認の措置を行う。  

 

６．指定の取り消し・業務の停止・契約の解除 

事業者が再度の改善勧告に従わない又は、改善が図られない場合、市は、事業者の指定の

取り消し、期間を定めた対象業務の全部または一部の停止及び本事業契約解除を行うことが

できる。 
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Ⅱ. 統括管理業務に関するモニタリング 

 

１. 基本的な考え方 

事業者は、統括管理業務の履行についてセルフモニタリングを行うとともに、履行に伴っ

て作成する各提出書類及び実際の統括管理全体や個別業務に対する管理の状況を基に、要求

水準の内容を満たしているかどうかの確認を行い市に報告を行う。  

市は、事業者の報告に基づきモニタリングを行い、要求水準の内容を満たしているかどう

かの確認を行う。 

 

２．モニタリングの方法 

（１）事業者によるセルフモニタリング 

種類 方法 

セ
ル
フ
モ
ニ
タ
リ
ン
グ 

 事業者は、業務要求水準書に規定する内容等について、市によるモニタリングと
の連携に十分配慮してセルフモニタリングの方法等を提案する。  

 セルフモニタリングの方法等は、事業者の提案に基づき、市と協議の上で設定す
る。  

 セルフモニタリングの実施について提案するにあたり、事業者は、市が以下の観
点でのモニタリングを行うことを踏まえること。 

 統括管理業務計画書等に記載された管理方針及び管理方法が維持されているか 
 提供するサービスの質が常に要求水準を満足できるよう管理できる体制が構築さ
れているか 

 その他、事業者が市へ提出する書類等の内容が適切であるか 

 

（２）市によるモニタリング 

種類 方法 

定
期
モ
ニ
タ
リ
ン
グ 

定期的な報告 

 事業者は、事業期間中、業務の実施状況について、定
期的に市に報告する。  

 事業者は、業務要求水準書に定める各種提出書類を
それぞれの提出時期までに市に提出し、市の承認ま
たは確認を受ける。  

 市は、事業者が作成するモニタリング実施計画書及
び業務要求水準書に定める各種提出書類により達成
状況の確認を行い、確認結果を事業者に通知する。 

随
時
モ
ニ
タ
リ
ン
グ 

市による説明要求及び
現場立会い 

 市は、市が必要と認める時は、各業務の履行・管理状
況について、随時、説明や書類の提出を求め確認を行
う。  

 市は、事業期間にわたりサービスが安定的に提供さ
れ、事業の安定的継続に疑義があると判断した場合、
必要に応じて、履行・管理状況の確認を行う。その確
認及び復旧に係る費用は、事業者の負担とする。 
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Ⅲ. 設計・建設・工事監理業務に関するモニタリング 

 

１. 基本的な考え方 

事業者は、各業務の履行についてセルフモニタリングを行うとともに、設計・建設・工事

監理業務の履行に伴って作成する各提出書類及び実際の設計・施工状況を基に、要求水準の

内容を満たしているかどうかの確認を行い市に報告を行う。  

市は、事業者の報告に基づきモニタリングを行い、要求水準の内容を満たしているかどう

かの確認を行う。 

 

２．モニタリングの方法 

（１）事業者によるセルフモニタリング 

種類 方法 

セ
ル
フ
モ
ニ
タ
リ
ン
グ 

 事業者は、業務要求水準書に規定する内容等について、市によるモニタリングと
の連携に十分配慮してセルフモニタリングの方法等を提案する。  

 セルフモニタリングの方法等は、事業者の提案に基づき、市と協議の上で設定す
る。  

 セルフモニタリングの実施について提案するにあたり、事業者は、市が以下の観
点でのモニタリングを行うことを踏まえること。 

 施設整備に係る各業務のプロセスが適切であるか 
 要求水準が的確に設計仕様や各種設計図書、施工に反映されているか  
 その他、事業者が市へ提出する書類等の内容が適切であるか 

 

（２）市によるモニタリング 

種類 方法 

定
期
モ
ニ
タ
リ
ン
グ 

定期的な報告、設計開始
時、基本設計・実施設計完
了時、建設工事の着手時、
建設工事の竣工時 

 事業者は、施設整備業務の期間中、施設整備業務の実
施状況について、定期的に市に報告する。  

 事業者は、業務要求水準書に定める各種提出書類を
それぞれの提出時期（設計開始時、基本設計・実施設
計完了時、建設工事の着手時、建設工事の竣工時）ま
でに市に提出し、市の確認を受ける。  

 市は、事業者が作成する要求水準確認報告により達
成状況の確認を行い、確認結果を事業者に通知する。 
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随
時
モ
ニ
タ
リ
ン
グ 

市による説明要求及び
建設現場立会い 

 市は、市が必要と認める時は、設計・施工状況につい
て、随時、説明や書類の提出を求め確認を行う。  

 要求水準を満たさないことを完成確認時点で発見す
ることが困難である事項、又は発見できたとしても
その修補を行うことが経済的・時間的・技術的に極め
て困難である事項、施工品質の確保のために特に重
要な事項等について、施工の各段階で市が必要と認
めた場合には、市は、品質等について設計図書等に従
っているかどうか及び要求水準等を満たしているか
の確認を行う。  

 市は、工事の施工部分が設計図書や要求水準等に適
合しないと認められる相当の理由がある場合の他、
故意若しくは過失による不備等の疑義があると判断
した場合、必要に応じて、事業者にその理由を説明し
たうえで、施工部分を最小限度破壊し、品質・性能の
確認を行う。その確認及び復旧に係る費用は、事業者
の負担とする。 

 その他、市が必要と認める時は、市は、施工状況につ
いて実地における確認を行うことができる。 

 

（３）設計業務 

① 設計に必要な調査 

事業者は設計に伴い必要な調査等を行う場合、調査に先立ち調査概要及び日程等を記

載した調査計画書を提出する。市はその内容について確認を行う。 

事業者は、調査が終了した際には、速やかに当該調査に係る報告書を作成し、市に提

出する。市はその内容について確認を行う。 

 

② 基本設計・実施設計 

事業者は設計の着手に当たり、総括責任者、業務責任者、担当者、設計工程、成果

物、業務要求水準書の変更点等に関する記載から構成される設計業務計画書を市に提出

する。 

市は、事業者が、提案内容、業務要求水準書、業務計画書に基づき設計していること

を担保するため、基本設計が完成した段階で「基本設計図書」、実施設計が完成した段

階で「実施設計図書」を用いて内容の確認を行う。 

事業者は、建築基準法等の法令に基づく各種申請等の手続きについて、市に対して事

前説明及び事後報告を行う。 

市は、事業者に対し、いつでも、設計状況について説明及び関係書類の提出を求め、

確認を行うことができる。 

事業者は、実施設計完了時に業務要求水準書に記載されている業務要求水準が遵守さ

れているかどうか、また、事業者が提案書等に記載した項目が遵守されているかどうか

について、セルフモニタリングを行う。その上で、要求水準確認報告を作成し、市に報

告する。市はこれらのセルフモニタリングの内容及び結果を確認する。 
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（４）建設業務 

① 着工準備業務 

事業者は、建設時における建築準備調査等を行う場合、調査に先立ち、調査概要及び

日程等を記載した建築準備調査計画書を提出する。市はその内容について確認を行う。 

事業者は建築準備調査が終了したときには、速やかに当該調査に係る報告書を作成

し、市に提出する。市はその内容について確認を行う。 

事業者は建設工事の着工前に建設業務計画書（施工計画書）を作成し、市に提出す

る。市は、その内容が要求する性能に適合するものであるか否かについて確認を行う。 

 

② 建設工事業務 

a 中間検査 

事業者は、事業年度毎のサービス対価（施設整備費相当）の支払いを受けようとする

ときは、事業年度終了 14 日前までに、市に対して、中間検査に必要な記録を報告書、

写真を提出し、当該年度において市による中間検査を受けるものとする。なお、市は、

工期中随時事業者及び建設企業等が行う工程会議に立ち会うことができる。 

b 完了検査（備品等の動作確認） 

事業者は、本施設が完成した後、検査項目及び日程等を実施日の 14 日前までに市へ

書面で通知し、速やかに完了検査及び備品等の動作確認を行う。市は完了検査等に立会

うことができるものとする。 

事業者は、市に対して、完了検査等の結果を検査済証及びその他の検査結果に関する

書面の写しを添えて報告する。市はこれらの内容を確認する。 

c 完成検査 

市は、事業者による完了検査等の終了後、工事請負人及び工事監理者の立会いの下

で、完成検査を実施する。 

事業者は、完成検査に必要な「完成図書」を市に提出し、市はこれらの内容を確認す

る。 

 

（５）工事監理業務 

事業者は、工事監理業務着手前に工事監理業務の実施体制、スケジュール等の内容を

記載した工事監理業務計画書を作成して市へ提出する。市はこの内容を確認する。 

事業者は、工事監理の状況について毎月 1 回以上、定期的に市へ報告を行う。市はそ

の内容について確認する。 

上記に加え、市は事業者に随時報告を求めることができる。市は事業者からの報告内

容を確認する。 
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Ⅳ.維持管理・運営業務に関するモニタリング 

 

１. 基本的な考え方 

事業者は、各業務の履行について「富田林市指定管理者制度運用ガイドライン（第１版）

令和７（2025）年２月一部改正」（以下、「ガイドライン 」という。）を基本としたセルフモ

ニタリングを行うとともに、「指定管理者基本協定書」に定められる業務報告書等の提出書

類及び維持管理・運営状況を基に、要求水準の内容を満たしているかどうかの確認を行い市

に報告を行う。  

市は、事業者の報告に基づきモニタリングを行い、要求水準の内容を満たしているかどう

かの確認を行う。 

２．モニタリングの方法 

（１）事業者によるセルフモニタリング 

種類 方法 

セ
ル
フ
モ
ニ
タ
リ
ン
グ 

 事業者は、業務要求水準書に規定する内容等について、「ガイドライン」を基本と
し、市によるモニタリングとの連携に十分配慮してセルフモニタリングの方法等
を提案する。  

 セルフモニタリングの方法等は、事業者の提案に基づき、市と協議の上で設定す
る。  

 セルフモニタリングの実施について提案するにあたり、事業者は、市が以下の観
点でのモニタリングを行うことを踏まえること。 

 利用者が安心、快適に本施設を利用できるように、要求水準どおりの機能及び性
能を維持されているか 

 こどもの成長と子育てをささえる場・みんなで豊かさを育む場の創出を行い、地
域と一体的でつながりある魅力的な空間となるような運営を行えているか 

 その他、事業者が市へ提出する書類等の内容が適切であるか 

 

（２）市によるモニタリング 

種類 方法 

定
期
モ
ニ
タ
リ
ン
グ 

定期的な報告 

 事業者は、事業期間中、業務の実施状況について、定
期的に市に報告する。  

 事業者は、業務要求水準書・指定管理者基本協定書・
「ガイドライン」に定める各種提出書類をそれぞれ
の提出時期までに市に提出し、市の承認または確認
を受ける。  

 市は、事業者が作成するモニタリング実施計画書及
び業務要求水準書に定める各種提出書類により達成
状況の確認を行い、確認結果を事業者に通知する。 

随
時
モ
ニ
タ
リ
ン
グ 

市による説明要求及び
現場立会い 

 市は、市が必要と認める時は、各業務の履行・管理状
況について、随時、説明や書類の提出を求め確認を行
う。  

 市は、事業期間にわたりサービスが安定的に提供さ
れ、事業の安定的継続に疑義があると判断した場合、
必要に応じて、履行・管理状況の確認を行う。その確
認及び復旧に係る費用は、事業者の負担とする。 
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（３）富田林市指定管理者制度運用ガイドラインに基づくモニタリング 

市及び事業者は、モニタリング実施にあたり、「ガイドライン」「第５章指定管理者に

対するモニタリングと評価」に記載されるモニタリング・評価に基づくものとする。 

市及び事業者は、以下の流れでモニタリングを実施する。 
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３．ガイドラインに基づくモニタリングの役割 

（１）事業者によるモニタリング方法 

事業者は、公共施設の維持管理・運営業務の期間中、自己の責任及び費用で、次のとおり

「セルフモニタリング」及び「利用者アンケート調査」で構成されるモニタリングを行うも

のとし、事業契約締結後、速やかに以下の項目を含む「モニタリング実施計画書」を作成

し、市の承認を得るものとする。  

①  セルフモニタリング  

セルフチェックには、以下の内容を定める。なお、評価項目・基準については、市が示

す指定管理者制度運用ガイドライン（事業報告書・自己評価シート）の内容を踏まえ、事

業者により、自己評価を行い、セルフモニタリングを実施する。  

モニタリング基本計画には、以下の項目を含むものとする。 

ア セルフモニタリングの項目・内容 

イ セルフモニタリングの方法  

ウ セルフモニタリングの時期・回数 

エ セルフモニタリング様式  

 

事業者は、該当施設の維持管理・運営業務に関し、自らの業績等のセルフモニタリング

を実施する。  

  

②  利用者アンケート調査  

事業者は、維持管理業務、運営業務（公募対象公園施設も含む）における市民ニーズの

把握及び利用者の満足度を把握するため、年１回以上のアンケート調査を実施する。な

お、調査項目、調査方法等については、調査実施前に、市と事業者が協議の上決定するも

のとする。  

  

③  自己評価  

セルフモニタリング及びアンケート調査をもとに、評価・分析を行い、「モニタリング

実施報告書」（「事業報告書・自己評価シート」を含む）を市へ提出する。  
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（２）市によるモニタリング方法 

市は、公共施設等の維持管理・運営期間中、ガイドラインに基づき、事業者が実施する

維持管理業務及び運営業務について以下のモニタリングを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

①  書類による内容確認  

市は、事業者が提出する「モニタリング実施報告書」（「事業報告書・自己評価シート」

を含む）に基づいて、事業者が行った業務の内容を確認する。  

ア 評価項目の基本的な観点  

・指定管理者基本協定書、業務要求水準書、事業計画書等に記載された 

業務の履行確認  

・サービスの水準の評価  

・サービス提供の安定性の評価  

・継続性の確認  
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② 実地による内容確認  

市は、事業者による業務内容の確認等の終了後、適宜、市が必要と認めるときは、総括

責任者の立会いの下、実地調査を実施する。  

  

③ 独自調査等  

市が履行確認を行う際、判断材料が不十分で履行確認ができないと判断した場合は、利

用者ヒアリング、アンケート等の方法により、市独自で調査を行う場合がある。  

  

④ 市民ニーズの把握・指導  

市は、施設の設置者としての責任を果たす立場から、事業者が実施する利用者アンケー

ト調査の結果等を踏まえ、必要に応じて事業者に対し市民サービスの向上のために必要な

指導を行う。  

なお、市は、事業者が行う管理・運営業務の処理状況について、随時に事業者に報告を

求め、又は調査を行うことができる。  

  

Ⅴ.公募対象公園施設等設置管理業務に関するモニタリング 

 

１. 基本的な考え方 

事業者は、公募対象公園施設等設置管理の履行についてセルフモニタリングを行うととも

に、履行に伴って作成する各提出書類及び実際の統括管理全体や個別業務に対する管理の状

況を基に、要求水準の内容を満たしているかどうかの確認を行い市に報告を行う。  

市は、事業者の報告に基づきモニタリングを行い、要求水準の内容を満たしているかどう

かの確認を行う。 

 

２．モニタリングの方法 

（１）事業者によるセルフモニタリング 

種類 方法 

セ
ル
フ
モ
ニ
タ
リ
ン
グ 

 事業者は、業務要求水準書に規定する内容等について、市によるモニタリングと
の連携に十分配慮してセルフモニタリングの方法等を提案する。  

 セルフモニタリングの方法等は、事業者の提案に基づき、市と協議の上で設定す
る。  

 セルフモニタリングの実施について提案するにあたり、事業者は、市が以下の観
点でのモニタリングを行うことを踏まえること。 

 交流人口の拡大、にぎわい創出に資する施設など、本事業の目的及びコンセプト
との合致が維持されているか 

 要求水準書の「公募対象公園施設の維持管理及び運営」に明記されている配慮等
事項が適切に維持されているか 

 経営の安定化に努められており、事業の継続性が担保されているか 
 その他、事業者が市へ提出する書類等の内容が適切であるか 
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（２）市によるモニタリング 

種類 方法 

定
期
モ
ニ
タ
リ
ン
グ 

定期的な報告 

 事業者は、事業期間中、業務の実施状況について、定
期的に市に報告する。  

 事業者は、業務要求水準書に定める各種提出書類を
それぞれの提出時期までに市に提出し、市の承認ま
たは確認を受ける。  

 市は、事業者が作成するモニタリング実施計画書及
び業務要求水準書に定める各種提出書類により達成
状況の確認を行い、確認結果を事業者に通知する。 

随
時
モ
ニ
タ
リ
ン
グ 

市による説明要求及び
現場立会い 

 市は、市が必要と認める時は、各業務の履行・管理状
況について、随時、説明や書類の提出を求め確認を行
う。  

 市は、事業期間にわたりサービスが安定的に提供さ
れ、事業の安定的継続に疑義があると判断した場合、
必要に応じて、履行・管理状況の確認を行う。その確
認及び復旧に係る費用は、事業者の負担とする。 

 

 

Ⅵ.減額又は罰則点の付与等  

 

１. 指定管理料の支払額の減額又は罰則点の付与方法  

（１）基本的な考え方  

市は、維持管理・運営期間におけるモニタリングの実施により、事業者の実施する業務

が業務要求水準を達成していないことを確認し改善勧告を行ったものの、改善が認められ

ないと市が判断した場合（再度の改善勧告がなされた場合）において、罰則点を付与す

る。付与された罰則点を加算し、各支払の対象期間の罰則点が一定値に達した場合には、

指定管理料の支払額の減額を行う。  

 

（２）要求水準を達成していないとされる事象  

要求水準を達成していないとされる場合とは、以下に示すア及びイとし、その具体的な

事象は、下表に示すとおりとする。ただし、下表に列記していない場合でも、類似の事象

で、下記ア又はイに該当すると評価されるものについては同様の扱いとする。 

 

ア 本件施設等を利用する上で明らかに重大な支障がある場合 

イ 本件施設等を利用することはできるが、明らかに利便性を欠く場合 
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ア 重大な支障がある場合 イ 明らかに利便性を欠く場合 

【共通】  

・故意に維持管理・運営業務を放棄する 

・人員不足の常態化 

・故意に市との連絡を行わない（長期にわ

たる連絡不通等） 

・市の合理的な指導や指示に従わない 

・事業者の安全措置の不備による人身事故

の発生 

・重要な什器備品（鍵等）、帳簿類等の紛

失、破棄 

・市の承諾を得ない各種計画書での業務実

施、業務報告書の提出の大幅な遅延 

・各種計画書、業務報告書等における重大

な内容の虚偽報告、故意又は重大な過失

による虚偽報告 

・個人情報の漏洩、改ざん、滅失、き損 

・要求水準未達の状態の長期にわたる放置

の発覚 

・法令違反 等 

 

【維持管理業務（開業準備期間を含む）】 

・各業務の未実施 

・業務の履行を怠ったことによる施設の使

用不能、重大な事故の発生 

・災害等発生時の自動火災報知設備や消防

設備等の未稼働 

・緊急時における対応不備による被害拡大 

・停電、断線等の放置 

・不衛生状態の放置 

 

【運営業務（開業準備期間を含む）】 

・各業務の未実施 

・施設の利用不可能状態の放置 

・利用料金の横領、窃取、詐取 

・事業者の責めにより利用予約が不可能な

状態の長期間の放置 

・会計処理等の虚偽報告 

 

 

・履行義務の不備  

・計画的な組織運営の不備  

・関係者への連絡の不備  

・緊急対応体制の不備  

・防犯体制の不備  

・利用者への対応不備  

・業務報告の不備、遅延  

・維持管理業務の不備  

・保全上必要な修理等の未実施       

・修繕業務の不備  

・利用者等から多数の苦情発生  

・コンプライアンス等研修体制の不備  

・会計処理の不備 

・再委託管理の不備  等 
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（３）罰則点の付与方法  

市は、モニタリングの実施の結果、業務要求水準が達成されていないと判断した場合、

事業者に通知する。  

ただし、業務要求水準を達成していないとされる場合であっても、やむを得ない事由に

よる場合でかつ事前に市に連絡があった場合又は明らかに事業者の責めに帰さない事由に

よる場合、罰則点は付与しない。 

 

業務 罰則点 

ア 重大な支障がある場合 
人命に多大な影響を及ぼす場合 100 点 
個人情報等機密事項の漏えいに関する場合 80 点 
上記以外の場合 20 点 

イ 重大な事象以外の事象（利用者の利便性を欠く場合） 5 点 

 

（４）指定管理料の支払額の減額  

指定管理料の支払に際しては、各支払の対象期間（四半期毎）の罰則点の合計を計算

し、下表に示した支払区分ごとに減額を行う。  

四半期毎の罰則点は、当該期間のモニタリングにのみ用いることとし、次の期間に持ち

越さない。なお、期間途中において事業者が担当する企業を変更しても、当該期間の罰則

点は消滅しない。 

 

四半期毎の罰則点の合計 支払区分ごとの減額割合 

100 点以上  100%減額  
60 点以上 100 点未満  １点につき 0.6%減額（36％～59.4％）の減額  
20 点以上 60 点未満   １点につき 0.3%減額（6％～17.7％減額）  
20 点未満 0% 

 

２. 減額以外の損害賠償  

市は、上記(１)又は(２)による減額とは別に、業務不履行に伴う損害賠償を事業者に請求

することができる。 
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３. モニタリング及び改善要求等の措置のフロー 

 

 

事業者 
セルフモニタリングにより要求水準を達成している 

ことを自ら確認し、書類を提出、報告 
 

市 書類による確認（必要に応じて実地における確認） 

 
 
 
 
 

市 改善勧告 

 

事業者 業務改善計画書に基づく是正 

 
 
 
 

市 再改善勧告（減額、罰則点の付与） 

 

事業者 業務改善計画書に基づく是正 

 
 
 

市 指定の取り消し・業務の停止・契約の解除 

 
 

 

（要求水準を達成している場合） 

（要求水準未達等が確認された場合） 

措置なし 

（是正されない場合） 

モニタリング 

（要求水準を達成している場合） 
措置なし 

（是正されない場合） 


